
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：26－04） 

 

１ 4 月 6 日、ロンボク海峡付近で地元漁師が全長 3.7 メートルの魚雷型装置

を発見し、防衛アナリストにより、中国船舶重工集団（CSIC）製の海底監視シ

ステムと特定された。インドネシア海軍が基地へ持ち帰り、出元や目的、保存

されているデータを含め、装置の詳細な調査を行う。中国外務省は、詳細は承

知しないとしつつ、同国は常に国際法を遵守して科学研究活動を行っていると

主張した。 

原文 

（18th April 2026, RNZ） 

 

２ 4 月 19 日、マレーシアのカレド国防大臣は、ホルムズ海峡の緊張がマラッ

カ海峡に波及することはないと述べた。マレーシア、インドネシア、シンガポ

ールの沿岸 3 国はイランのように地政学的圧力を受けているわけではなく、両

海峡では状況が異なると指摘。3 国は自由貿易や航行の自由など国際連合（UN）

の原則を遵守しており、海域の安全維持に努めると述べた。 

原文 

（19th April 2026, The Malay Mail） 

 

３ 4 月 22 日、シンガポール海事港湾局（MPA）と港湾運営会社（PSA）は、タ

ーミナル間でのコンテナ輸送を目的とした自律航行船の設計提案公募を発表し

た。将来的な労働力不足への対応と、港湾運営の効率化を目的としている。提

案は 7月 24日正午まで受け付けられる。 

原文 

（22nd April 2022, The Straits Times） 

原文 

（22nd April 2022, Seatrade） 

 

４ 4 月 22 日、インドネシアのサデワ財務相は、イランによるホルムズ海峡で

の通行料徴収を踏まえ、国際的な貿易・エネルギー輸送ルートとなっているマ

ラッカ海峡でも船舶への通行料徴収案を提起した。一方、これを実現するには

マレーシアやシンガポールとの合意が必要であり、実施は容易ではないとの認

識も示した。しかしながら、直後に法的・地政学的な制約等から通行料徴収の

考えを撤回した。 

https://www.rnz.co.nz/news/world/592762/device-found-near-bali-and-lombok-identified-as-chinese-undersea-monitoring-system
https://www.malaymail.com/news/malaysia/2026/04/19/no-parallel-with-hormuz-situation-in-malacca-strait-says-defence-minister/216858
https://www.straitstimes.com/singapore/transport/mpa-psa-seek-autonomous-vessel-proposals-to-shuttle-containers-between-spore-terminals?ref=top-stories
https://www.seatrade-maritime.com/maritime-technology/singapore-eyes-autonomous-feeders-between-container-terminals


原文 

（23rd April 2026, The Straits Times） 

原文 

（23rd April 2026, Seatrade） 

 

５ 4 月 23 日、インドネシアのスギオノ外務相は、マラッカ海峡を通過する船

舶への課税は国際法に抵触するため行わないと言明した。同氏は、この提案が

国連海洋法条約（UNCLOS）に反すると指摘し、航行の自由を堅持する姿勢を

強調した。本件は、4 月 22 日に同国のサデワ財務相が、イランの事例に触発さ

れ、同海峡での通行料徴収案を示唆したことに端を発する。これに対し、マレ

ーシアのモハマド外務相は沿岸国の合意の必要性を説き、シンガポールのバラ

クリシュナン外務相は、通行する権利はすべての人に保障されている権利であ

り通行料を課すいかなる試みにも参加しないと表明した。 

原文 

（24th April 2026, The Straits Times） 

 

６ ニッポン・マリタイム・センターがまとめたマレーシア海事局のデータに

よれば、2025 年、マラッカ海峡およびシンガポール海峡の年間通航隻数は

102,525 回に達し、初めて 10 万回を超えて過去最高を記録した。2024 年の

94,301 隻から 8.72%増加しており、特にコンテナ船やタンカーの利用が多い。

イランによるホルムズ海峡の事実上の封鎖により、主要な海路の地政学的な重

要性が高まっているが、マラッカ海峡においても予てより海賊行為など安全保

障上の課題があり、ReCAAP 等の枠組みを通じた沿岸国の連携した取組が続けら

れている。 

原文 

（20th April 2025, Seatrade） 

 

７ バヌアツのナパット首相は、同国が中国と安全保障協定を締結しようとし

ているとの報道を否定した。豪州との画期的な安全保障・開発協定である「ナ

カマル協定」の最終合意が進む中、中国と締結しようとしているのは、あくま

で開発協力協定であると説明した。同首相は「バヌアツにとって何が良いかは

バヌアツが決める。我々は指図されるつもりはない」と述べ、同国の国際関係

は「排他的ではない」と付け加えた。中国大使館も安全保障協定であるとの主

張を否定した。 

原文 

（23rd April 2026, Islands Business） 

 

https://www.straitstimes.com/asia/se-asia/indonesia-finance-minister-floats-then-backs-off-on-strait-of-malacca-levy
https://www.seatrade-maritime.com/security/indonesian-finance-minister-moots-malacca-strait-toll
https://www.straitstimes.com/asia/indonesia-will-not-impose-tariffs-on-malacca-strait-shipping-says-foreign-minister
https://www.seatrade-maritime.com/tankers/malacca-strait-vessel-traffic-at-record-levels-in-2025
https://islandsbusiness.com/news-break/vanuatu-rejects-china-security-suggestions/


８ 4 月 24 日、マジュロ環礁廃棄物会社は、マーシャル諸島初となるプラスチ

ックごみの台湾への輸出を開始した。国際協力機構（JICA）の「大洋州地域廃

棄物管理改善支援プロジェクト（J-PRISM）」との提携により実現した。これ

まで国内の埋立地で滞留していたプラスチックごみについて、ようやく台湾で

の買い手が見つかったことで、「歴史的」な試験的輸出が行われることとなっ

た。 

原文 

（24th April 2026, The Marshall Islands Journal） 

 

９ 4 月 28 日、非営利組織のチャイルドファンド・ニュージーランドは、太平

洋地域での薬物密輸の急増が子供たちを危険にさらしていると警鐘を鳴らした。

同地域が国際的な薬物ネットワークの主要な輸送ルートと化しており、犯罪組

織の流入が、若者の搾取や子供の薬物依存のリスクを高めていると指摘した。 

原文 

（28th April 2026, RNZ） 

 

１０ NZ 政府は、サイクロンや洪水による被害を受けたソロモン諸島とパプア

ニューギニアへの 300万 NZドル相当の支援物資の輸送を行った。ピーターズ副

首相兼外相は、NZ 空軍の輸送機により、衛生用品やシェルターキット、母子用

キットなどが届けられたと発表した。両国政府の要請に応じたもので、被災し

た数千人の生活再建を支援する。 

原文 

（30th April 2026, RNZ） 

 

１１ 4 月 28 日、パプアニューギニアのマラペ首相は中国・広州を訪問し、グ

リーンエネルギー、農業、経済特区等のパートナーシップや鉱山プロジェクト

について協議した。同首相は経済政策を推進する一方、専門家らは、環境や労

働者の権利を犠牲にすべきではないと強調した。また、同首相は 5 月 1 日の会

見で、中国から外交目的で使用される予定の北京と広州の土地提供を受けたこ

とを明らかにした。 

原文 

（1st May 2026, Radio Free Asia） 

 

１２ マーシャル諸島のハイネ大統領はインタビューに対し、気候変動対策と

米国による核実験被害者への正義を自国の核心的課題と位置づけた。化石燃料

削減を推進する同国に対し、米国政府が制裁を示唆するなど圧力を強めている

現状があるが、大統領はこれらが「反米」ではなく自国の生存に関わる正当な

https://www.rnz.co.nz/news/pacific/593577/pacific-drug-smuggling-puts-children-at-risk-warns-non-profit
https://www.rnz.co.nz/news/pacific/593853/nz-delivers-post-cyclone-relief-to-solomon-islands-and-papua-new-guinea
https://www.rfa.org/english/pacific/2026/05/01/marape-china-visit-png-ramu/


立場であると強調。国際海事機関（IMO）等の場でも、1.5℃目標の維持や再生

可能エネルギーへの移行に向けた独自の外交を継続する方針である。 

原文 

原文 

（1st May 2026, The Marshall Island Journal） 

 

１３ 在フィジー米国大使館主催の発表会で、ジョージア大学のプコ講師は深

海採掘が数年内に商業化する可能性を示した。対象はハワイ・メキシコの間に

位置するクラリオン・クリッパートン断裂帯にある多金属団塊で、マンガン、

ニッケル、銅、コバルトを豊富に含む。この問題を巡り、深海採掘を推進する

クック諸島等と、延期を求めるフィジー等の間で太平洋地域に外交的分断が生

じている。米国政府は重要鉱物の確保を優先事項としている。 

原文 

（1st May 2026, The Marshall Island Journal） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 


